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平
成
十
五
年
度
一
般
会
計
決
算
は
、
九
月
定
例
会
最
終
日
に
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
こ

の
議
決
に
先
立
ち
、
同
決
算
に
対
す
る
討
論
が
行
わ
れ
、
五
人
の
議
員
か
ら
賛
成
意
見

が
、
二
人
の
議
員
か
ら
反
対
意
見
が
あ
り
ま
し
た
。
そ
の
概
要
は
次
の
と
お
り
で
す
。

一
般
会
計
決
算
に
対
す
る
討
論

賛  
成

反  

対

一般会計決算歳入・歳出の状況

１５年度６会計の決算規模

・公園用地取得事業　　　６億7,996万円
・市道用地取得事業　　　５億5,766万円
・公園整備事業　　　　　４億6,753万円
・道路維持補修事業　　　４億2,022万円
・市道新設改良舗装整備事業　 　　　　

２億1,024万円

・保育事業　　　　　　　３億3,796万円
・施設訓練等支援費支給事業　 　　　　
　　　　　　　　　　　２億9,485万円
・児童手当支給事業　　　２億7,656万円
・母子福祉事業　　　　　２億5,849万円
・小児医療費助成事業　　１億2,404万円

・テレビジョン共同受信施設設置事業 　
１億5,496万円

・職員退職手当基金積立金　　5,246万円
・自治会育成事業　　　　　　4,734万円
・戸籍住民基本台帳管理経費　3,774万円

・市民文化センター施設改修事業 　　　
４億  694万円

・学校施設整備事業　　　２億5,743万円
・学校施設管理工事事業　２億4,110万円
・幼稚園等就園奨励費補助金　8,659万円

・高座清掃施設組合経費　９億5,093万円
・塵芥減量化対策管理経費 　　　　　　

１億8,765万円
・基本健康診査事業　　　１億6,143万円

・車両購入事業　　　　　　　4,613万円
・消防団活動経費　　　　　　2,982万円

・経営安定特別資金預託金 　　　　　　
３億5,000万円

・商工業小口事業資金預託金 　　　　　
　　　　　　　　　　　１億  154万円

・畜産振興対策事業　　　　　1,392万円
・農業用水施設維持管理経費　1,108万円

・勤労者総合資金預託金　　　9,500万円
・勤労者生活資金預託金　　　4,500万円

●土木費

●民生費

●総務費

●教育費

●衛生費

●消防費

●商工費

●労働費

●農林水産業費

15年度の主な事業

歳入総額
243億6,526万円

歳出総額
229億9,329万円

市税
117億7,986万円
　　　（48.3％）

土木費
55億6,549万円
　　　（24.2％）

教育費
30億7,454万円
　（13.4％）

衛生費
22億9,808万円
　（10.0％）

民生費
47億9,460万円
　（20.8％）

総務費
30億8,650万円
　（13.4％）

国庫支出金
29億7,156万円（12.2％）

市債
24億1,430万円（9.9％）

地方交付税
11億4,545万円（4.7％）

国有提供施設等所在
市町村助成交付金等
9億5,161万円（3.9％）

繰越金
9億1,379万円（3.8％）

消防費
10億6,405万円（4.6％）

公債費
19億2,249万円（8.4％）

商工費
6億259万円（2.6％）

議会費
2億7,588万円（1.2％）

その他
3億907万円（1.4％）

諸収入
8億5,134万円（3.5％）

県支出金
7億4,335万円（3.1％）

地方消費税交付金
7億3,435万円（3.0％）

繰入金
4億7,818万円（2.0％）

その他
13億8,147万円（5.6％）

深谷中央特定土地
区 画 整 理 事 業

下 水 道 事 業

老人保健医療事業

国民健康保険事業 61億8,671万円

243億6,526万円

32億1,005万円

36億3,936万円

16億9,956万円

165億6,667万円

409億3,193万円

18億3,099万円

一 般 会 計

決 算 額
歳　　入

13.4％

4.8％

△1.4％

△1.0％

1.7％

6.7％

5.6％

24.7％

対前年度伸率

61億3,617万円

229億9,329万円

32億1,005万円

36億  936万円

16億8,617万円

163億8,412万円

393億7,741万円

17億4,237万円

決 算 額
歳　　出

13.8％

3.0％

△1.4％

△1.7％

2.5％

6.9％

4.6％

28.4％

対前年度伸率
会 計 名

合　　計

介 護 保 険 事 業

　 計 　

特
別
会
計

（１万円未満は四捨五入）

●
個
人
所
得
の
減
に
よ
り
歳
入
の
根
幹
を

な
す
市
税
収
入
は
、
前
年
度
比
一
・
三
％

の
減
と
な
っ
た
が
、
安
定
し
た
市
政
運
営

の
た
め
に
市
税
の
確
保
に
つ
い
て
、
引
き

続
き
最
大
限
の
努
力
を
望
む
。
歳
出
で
は
、

中
村
公
園
や
城
山
こ
み
ち
の
整
備
等
に
よ

り
、
地
域
交
流
の
場
の
提
供
、
緑
地
の
保

全
や
災
害
時
避
難
場
所
の
確
保
な
ど
、
良

好
な
住
環
境
が
整
備
さ
れ
た
。
ま
た
、
市

内
二
十
二
の
公
共
施
設
を
高
速
回
線
で
結

ぶ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築
や
戸
籍
事
務
の

電
算
化
に
よ
り
、
窓
口
業
務
の
充
実
と
今

後
の
住
民
サ
ー
ビ
ス
に
不
可
欠
と
な
る
情

報
通
信
基
盤
が
整
備
さ
れ
た
こ
と
を
評
価

す
る
。
か
つ
て
な
く
厳
し
い
財
政
状
況
の

中
で
、
自
律
的
、
創
造
的
な
都
市
運
営
に

向
け
、
よ
り
一
層
の
努
力
が
求
め
ら
れ
る
。

今
後
ま
す
ま
す
複
雑
・
多
様
化
す
る
行
政

需
要
に
対
し
、
効
果
的
で
適
正
な
市
政
運

営
を
お
願
い
し
、
賛
成
の
討
論
と
す
る
。

●
本
決
算
は
、
実
質
収
支
が
前
年
度
よ
り

五
億
一
千
七
百
四
十
一
万
九
千
円
の
増
額

と
な
っ
て
お
り
、
経
費
節
減
や
事
務
事
業

の
見
直
し
を
行
い
、
最
少
の
経
費
で
最
大

の
効
果
を
上
げ
る
効
率
的
執
行
に
努
め
た

結
果
と
評
価
す
る
。
歳
入
で
は
、
根
幹
を

な
す
市
税
が
前
年
度
構
成
比
五
一
・
三
％

か
ら
三
％
下
が
る
な
ど
、
個
人
市
民
税
を

中
心
に
依
然
と
し
て
財
源
の
確
保
に
苦
慮

す
る
厳
し
い
状
況
で
あ
る
が
、
歳
出
で
は
、

憩
い
の
場
と
し
て
城
山
こ
み
ち
な
ど
の
公

園
整
備
や
用
地
の
取
得
、
天
台
及
び
北
の

台
小
学
校
の
耐
震
補
強
工
事
並
び
に
城
山

中
学
校
等
の
同
実
施
設
計
を
行
っ
て
い
る
。

さ
ら
に
は
小
児
医
療
費
助
成
対
象
を
三
歳

児
か
ら
就
学
前
児
童
ま
で
に
拡
大
し
保
護

者
の
経
済
的
負
担
の
軽
減
を
図
る
な
ど
市

政
全
般
に
わ
た
る
事
業
を
展
開
し
、
そ
の

成
果
を
評
価
す
る
。
引
き
続
き
健
全
な
財

政
運
営
を
要
望
し
、
本
決
算
に
賛
成
す
る
。

●
本
決
算
で
は
、
歳
入
総
額
の
四
八
・
三

％
を
占
め
る
市
税
が
、
前
年
度
比
一
・
三

％
の
減
と
な
っ
た
。
個
人
所
得
の
落
ち
込

み
に
よ
る
個
人
市
民
税
の
減
収
が
要
因
と

考
え
ら
れ
る
が
、
自
主
財
源
の
中
心
で
あ

る
べ
き
市
税
が
厳
し
い
状
況
に
あ
る
こ
と

は
憂
慮
す
べ
き
で
あ
る
。
市
税
確
保
緊
急

対
策
事
業
が
引
き
続
き
実
施
さ
れ
て
い
る

が
、
今
後
も
公
平
な
税
負
担
の
実
現
を
図

る
よ
う
要
望
す
る
。
歳
出
で
は
、
小
児
医

療
費
助
成
事
業
や
大
型
商
業
施
設
建
設
の

推
進
等
、
市
民
生
活
に
密
着
し
て
安
心
と

便
利
さ
を
提
供
し
、
ま
た
、
教
育
面
で
は
、

校
舎
の
耐
震
補
強
工
事
等
の
実
施
や
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
へ
の
接
続
な
ど
、
将
来
を
担

う
児
童
・
生
徒
の
健
全
な
成
長
を
期
待
す

る
も
の
で
あ
る
。
最
少
の
経
費
で
最
大
の

行
政
効
果
を
上
げ
る
よ
う
徹
底
し
、
財
政

健
全
化
に
向
け
て
よ
り
一
層
取
り
組
む
こ

と
を
切
望
し
、
賛
成
す
る
。

●
本
決
算
は
、
実
質
収
支
額
が
十
三
億
三

千
七
百
万
円
弱
の
黒
字
と
な
り
、
経
常
収

支
比
率
は
八
一
・
六
％
で
妥
当
な
数
字
を

示
す
と
同
時
に
、
経
常
一
般
財
源
比
率
も

一
〇
六
・
七
％
と
歳
入
構
造
の
弾
力
性
を

示
し
て
い
る
が
、
歳
入
の
大
層
を
占
め
る

市
税
が
前
年
度
と
比
較
し
て
一
・
三
％
下

回
っ
て
お
り
、
今
後
と
も
、
自
主
財
源
確

保
と
経
常
経
費
の
抑
制
に
努
力
が
必
要
で

あ
る
。
歳
出
で
は
、
市
制
二
十
五
周
年
の

記
念
事
業
や
講
演
会
を
は
じ
め
、
小
児
救

急
医
療
広
域
二
十
四
時
間
体
制
の
確
立
な

ど
に
よ
る
安
心
し
て
子
育
て
で
き
る
体
制

の
整
備
や
（
仮
称
）
北
部
地
域
公
園
用
地

の
取
得
な
ど
に
よ
る
都
市
基
盤
の
整
備
等
、

市
民
福
祉
の
増
進
に
向
け
た
諸
施
策
が
積

極
的
に
展
開
さ
れ
た
。
市
政
運
営
に
当
た

っ
て
は
健
全
財
政
を
堅
持
し
つ
つ
、
着
実

に
市
民
の
多
様
な
要
望
に
こ
た
え
る
こ
と

が
で
き
た
も
の
と
評
価
し
、
賛
成
す
る
。

●
市
税
や
諸
収
入
の
減
少
に
よ
り
、
自
主

財
源
が
前
年
度
と
比
較
し
て
減
少
し
た
中
、

職
員
総
意
の
知
恵
の
結
集
に
よ
る
行
政
運

営
が
図
ら
れ
、
市
民
福
祉
の
向
上
と
市
民

ニ
ー
ズ
へ
の
対
応
が
な
さ
れ
た
。
特
に
、

市
民
主
役
の
ま
ち
づ
く
り
を
目
指
し
た
綾

瀬
き
ら
め
き
市
民
活
動
推
進
条
例
の
策
定

や
、
小
・
中
学
校
に
お
け
る
Ｉ
Ｔ
教
育
の

積
極
的
な
取
り
組
み
を
評
価
す
る
。
ま
た
、

環
境
政
策
に
お
い
て
は
、
持
続
可
能
な
社

会
を
つ
く
る
上
で
も
、
作
成
さ
れ
た
環
境

基
本
計
画
を
も
と
に
実
践
す
る
よ
う
要
望

す
る
。
今
後
、
三
位
一
体
改
革
に
よ
る
市

財
政
に
与
え
る
影
響
や
、
市
税
確
保
の
困

難
等
に
よ
り
厳
し
い
行
財
政
運
営
が
予
測

さ
れ
る
が
、
財
源
確
保
に
一
層
努
め
、
経

費
見
直
し
に
鋭
意
努
力
し
、
市
民
参
加
と

責
任
を
持
つ
こ
と
を
基
本
に
し
た
市
民
協

働
の
ま
ち
づ
く
り
を
推
進
す
る
こ
と
を
要

望
し
、
本
決
算
に
賛
成
す
る
。

●
大
和
市
で
は
既
に
全
校
舎
の
耐
震
工
事

を
完
了
し
て
い
る
が
、
本
市
で
は
タ
ウ
ン

セ
ン
タ
ー
事
業
な
ど
に
多
く
の
税
金
が
使

わ
れ
て
お
り
、
ま
だ
設
計
も
し
て
い
な
い

校
舎
が
あ
る
。
中
央
緑
道
ト
ン
ネ
ル
工
事

の
三
億
一
千
万
円
を
校
舎
の
耐
震
工
事
の

費
用
に
充
て
、
子
ど
も
達
の
安
全
を
優
先

す
べ
き
だ
っ
た
と
考
え
る
。
福
祉
の
問
題

で
は
、
保
育
園
の
待
機
児
童
が
百
人
以
上

も
い
る
た
め
、
公
立
保
育
園
を
早
急
に
新

設
し
、
そ
の
解
消
に
努
め
る
べ
き
で
あ
る
。

ま
た
、
小
児
医
療
費
助
成
の
拡
大
や
子
育

て
支
援
セ
ン
タ
ー
な
ど
評
価
で
き
る
事
業

も
あ
る
が
、
子
ど
も
の
福
祉
予
算
確
保
の

た
め
に
高
齢
者
の
福
祉
予
算
を
削
る
よ
う

な
こ
と
は
今
後
や
る
べ
き
で
な
い
。
東
名

綾
瀬
イ
ン
タ
ー
に
一
千
二
百
五
十
万
円
余

を
支
出
し
て
い
る
が
、
第
二
東
名
イ
ン
タ

ー
の
設
置
計
画
が
あ
る
中
、
こ
れ
ら
を
含

め
、
全
て
の
事
業
を
市
民
に
公
開
し
、
市

民
が
納
得
し
た
う
え
で
事
業
を
進
め
る
べ

き
こ
と
を
指
摘
し
、
反
対
と
す
る
。

●
地
域
活
性
化
イ
ン
タ
ー
チ
ェ
ン
ジ
促
進

事
業
費
は
、
七
市
一
町
に
よ
る
設
置
に
向

け
た
連
絡
協
議
会
発
足
と
財
団
法
人
計
量

計
画
研
究
所
で
の
広
域
的
な
調
査
に
か
か

っ
た
経
費
と
し
て
一
千
二
百
五
十
万
円
余

が
執
行
さ
れ
た
。
調
査
は
要
・
不
要
の
判

断
材
料
と
し
て
の
状
況
調
査
で
は
な
く
、

促
進
へ
向
け
た
実
証
の
た
め
の
調
査
で
あ

る
以
上
、
賛
成
で
き
る
も
の
で
は
な
い
。

県
の
新
総
合
計
画
の
素
案
に
、
綾
瀬
イ
ン

タ
ー
チ
ェ
ン
ジ
の
具
現
化
促
進
と
し
て
、

調
査
・
検
討
、
事
業
化
に
向
け
た
調
整
、

地
域
と
の
合
意
形
成
を
す
る
旨
が
記
載
さ

れ
て
い
る
が
、
県
の
事
業
へ
の
か
か
わ
り

は
支
援
と
な
っ
て
い
る
。
市
は
今
ま
で
事

業
主
体
は
県
で
費
用
は
県
が
負
担
す
る
と

説
明
し
て
き
た
が
、
新
総
合
計
画
の
中
で

事
業
主
体
に
は
な
ら
な
い
こ
と
を
打
ち
出

し
て
い
る
。
市
は
イ
ン
タ
ー
設
置
を
前
提

に
考
え
る
の
で
は
な
く
、
綾
瀬
の
ま
ち
は

ど
う
あ
る
べ
き
か
議
論
す
る
よ
う
申
し
述

べ
、
反
対
討
論
と
す
る
。


